
社会資本総合整備計画（港湾）　事後評価書

・下関港の整備促進及び適切な維持管理により、外貿取扱貨物量を112千ﾄﾝから336千ﾄﾝに増加させる。

交付対象事業

Ａ　基幹事業／港湾事業 上段：計画 　　　　下段：実績

Ｂ　関連社会資本整備事業 上段：計画 　　　　下段：実績

Ｃ　効果促進事業 上段：計画 　　　　下段：実績

一体的に実施することにより期待される効果

・延命化対策など港湾施設の改良等による港湾機能の維持・拡充を図り、地域産業のグローバルな活動を支える国際物流拠点の形成を目指す。
・災害時における港湾機能維持の観点から延命化対策及び機能向上を図る。

指標①

指標① 下関港の外貿取扱貨物量

１．交付対象事業の進捗状況［◎：計画期間中に完了、○・△：計画期間終了後も継続｛○：計画どおり進捗、△：計画どおり進捗せず｝、 ×：その他｛備考欄に具体的に記入（中止、未実施等）｝］
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令和3年3月29日
重点配分対象の該当

交付対象
下関市の産業の活性化に資する国際物流拠点の整備（防災・安全）（重点）
平成31年度　～　平成31年度　（1年間）

〇

下関市

実施体制、実施時期、事後評価
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事後評価

実績 0.0

番号

実績合計

計画合計

Ｈ３１

進捗
状況

事業者
要素となる事業
（事業箇所）

事業内容
（延長・面積等）

所管課所室
事業実施期間（年度）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０
番号

事業
種別

地域
種別

交付
対象

直接
間接

Ｈ３０ Ｈ３１

要素となる事業
（事業箇所）

事業内容
（延長・面積等）

所管課所室
事業実施期間（年度）

番号
事業
種別

地域
種別

交付
対象

直接
間接

事業者
全体事業費
（百万円）

実績合計 110.0

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

下関港長府地区
橋梁工　1基
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港湾局施設課
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A02-001 港湾 一般 下関市 直接 下関市橋梁改良整備
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公表の方法

計画の成果目標（定量的指標）

定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値
備考当初現況値 中間目標値 最終目標値

（H31当初） （H31半ば）

下関市社会資本総合整備計画（港湾・海岸事業）評価委員会にて、事後評価を実施

令和3年3月22日（月）

下関市ホームページに掲載



最終実績値

142千トン

目標値と実績値に差が出た要因

下関港の整備促進及び適切な維持管理について、計画通り整備を実
施したが、国内の長引く景気低迷や経済成長の鈍化により取扱貨物
量の増加が見込まれず、目標値の達成には至らなかった。

２．事業効果の発現状況、目標値の達成状況

・引き続き、延命化対策など港湾施設の改良等による港湾機能の維持・拡充を図り、地域産業のグローバルな活動を支える国際物流拠点の形成を目指す。

・近年増大する自然災害へ対応するため、引き続き、災害時における港湾機能維持の観点から延命化対策及び機能向上を図る。

３．特記事項（今後の方針等）

Ⅰ　定量的指標に関連する交付金
　　 対象事業の効果の発現状況

Ⅱ　定量的指標の達成状況

①下関港の整備促進及び適切な維持管理による外貿取扱貨物量の増加（A02-001）
・扇橋の改良整備（架替）を実施することにより、施設の耐荷力及び耐震性能不足を解消することができ、利用者の安全安心を確保するとともに安定した
地域企業活動の継続を図ることができた。

Ⅲ　定量的指標以外の交付金対象
    事業の効果の発現状況
    （必要に応じて記述）

【指標①】
下関港の外貿取扱貨物量

計画の成果目標 最終目標値

336千トン


